
 

 

【韓国】 総合指数は週間で 0.7％安と反落、今週も米朝会談を巡る動向に注目 

先週の動き／今週の展望 

総合指数は週間で 0.7％安と反落した。週を通じて神経質な値動きとなった。14－15 日は南北経済協力への期待から

建設株や鉄鋼株に買いが入った半面、米フィラデルフィア半導体指数（FOX）の下落を背景にサムスン電子など半導体関

連株が売られ相場を押し下げた。16日は 3日ぶりに小反発。前

日までの続落で短期的な過熱感が弱まり、主力株を中心に買い

が優勢となった。17日は南北閣僚会談の中止を受けた米朝首脳

会談を巡る根強い懸念が重しとなり、1 週間ぶりの安値をつけ

た。18日は小反発。米中通商協議の行方や米朝会談を巡る動き

を意識し、総じて投資家の慎重な姿勢が続いた。今週は米朝首

脳会談や米中通商協議を巡る動向が引き続き相場を左右する

か。21日に工業製品出荷価格（PPI）が発表される予定。 

 

【ロシア】 RTS指数は 1.7％安と反落、今週は政権批判などが引き続き重しか 

先週の動き／今週の展望 

RTS 株価指数は 1.7％安と反落。原油高が支援となったものの、一部の主力株が MSCI 新興国株指数から除外される

との観測を背景に下落したことが重しとなった。週明け 14日は原油高を受けて上昇してスタートしたが、MSCI新興国

株指数の入れ替えに伴い、ロシア第 2 位の銀行 VTB 銀行など

が除外されるとの観測が浮上し、指数は 15日に前日比 2.0％安

となった。原油相場が 2014年 11月以来の高値をつけたことが

支援となったものの、5 月上旬に新たな任期に入ったたプーチ

ン政権への批判が出た点なども嫌気され、週後半も軟調な展開

が続いた。個別では時価総額最大のズベルバンク・ロッシーが

5.7％安と大幅反落した。今週は長期政権への批判や MSCI 新

興国株指数の入れ替えに伴う思惑が引き続き重しとなるか。。 

 

【ベトナム】 VN指数は 0.4％安と反落、今週はドル相場をにらみ神経質な展開か 

先週の動き／今週の展望 

VN指数は 0.4％安と反落した。ドル高を受けた資金流出懸念が重しとなったが、原油高が下値を支えた。週前半は前

週末に反発した流れが続く中、原油高を背景にエネルギー株が上昇したほか、格付け会社フィッチ・レーティングスがベ

トナムの信用格付けを引き上げたことも好感され、VN 指数は

前週の高値を上回った。しかし、その後はドル全面高や米長期

金利の上昇を受けて資金流出懸念が強まったほか、週前半の上

昇をけん引した不動産、食品株、金融株が利益確定売りで大幅

に反落し、指数を押し下げた。18日は VN指数が一時前週の安

値を下回ったが、売り一巡後はビナミルク、サイゴン・ビール

といった食品株が大幅に上昇し、指数も反発して終了した。今

週は原油市況やドル相場などをにらんだ神経質な展開か。 
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【インドネシア】 
【先週の動き／今週の展望】ジャカルタ総合指数は 2.9％

安、中央銀行が 14年 11月以来の利上げを決定 

ジャカルタ総合指数は週間で 2.9％安と反落。資金流出懸念

の広がりを受けて軟調な値動きが続いた。14日は東ジャワ州の

州都スラバヤでの連続自爆テロなどが嫌気され、3 営業日ぶり

に反落。15日は 4月の貿易収支が 14年 4月以来の大幅赤字に

転落したことに加え、米ドルに対するルピア安が進んだ影響で

金融株が売られて、指数は終値で前日比 1.8％下落した。16日

は小幅に反発したものの、17日は政策金利の発表を取引終了後

に控えた様子見で反落。18 日は 14 年 11 月以来の利上げが嫌

気され、続落して引けている。今週は国内の重要イベントが少

なく、為替の動向が引き続き株式相場を左右しそうだ。 
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【マレーシア】 

【先週の動き／今週の展望】ストレーツタイムズ指数は

1.1％安、4月の非石油地場輸出がプラス回復 

ストレーツタイムズ指数は週間で 1.1％安と反落。総じて軟

調で、じりじりと下値を広げた。週初の 14 日は前週末の反動

で売られ、反落してスタート。その後も買い材料に乏しく、16

日まで 3 日続落したが、17 日は 4 月の非石油地場輸出が前年

同月比 11.8％増と市場予想を上回り、3カ月ぶりにプラスを回

復したことが好感されて反発した。ただ、18日は前日にワシン

トンで始まった米中貿易交渉に対する様子見で反落し、取引を

終えた。今週は 23日に 4月の CPI、24日に 1－3月期の GDP

確定値、25日に 4月の鉱工業生産が発表される予定。外部要因

では、23 日に発表される 5 月の FOMC 議事要旨が焦点にな

る。 

 

【先週の動き／今週の展望】SET指数は 0.7％安、今週は 1

－3月期の GDPが焦点 

SET 指数は週間で 0.7％安と続落。エネルギー株が指数を左

右した 1 週間だった。週初の 14 日は続伸してスタートしたも

のの、15日は指数ウエートの大きいタイ石油公社（PTT）が売

られた影響で反落。16 日は米 10 年債の利回りが約 6 年 10 カ

月ぶりの高水準に達したことや、北朝鮮が韓国との閣僚級会談

の中止を通告したことが嫌気された。中央銀行は同日、政策金

利の据え置きを決定した。その後、17日は原油価格の上昇を受

けてエネルギー株が指数上昇をけん引すると、18日も続伸して

取引を終えた。今週は 21日に発表された 1－3月期の GDPと

4月の貿易統計（通関ベース）に対する市場の反応が焦点。 

 

【先週の動き／今週の展望】クアラルンプール総合指数は

0.4％高、消費税廃止公約を好感 

クアラルンプール総合指数は週間で 0.4％高と続伸。政権交

代が実現し、政局の動向が注目される中、指数は小幅なレンジ

で一進一退を繰り返した。下院議会総選挙後、初の取引となっ

た 14 日は、マハティール首相が消費税廃止を選挙公約に掲げ

ていたことを受けて消費関連株が指数上昇をけん引。15日は反

落したが、16 日は消費税の廃止日が 6 月 1 日に決定したこと

に加え、服役中だったアンワル元副首相が国王の恩赦を受けて

釈放されたことも好感された。一方、17日は 1－3月期の GDP

成長率が前年同期比 5.4％と市場予想の 5.6％から下振れた影

響で反落した。今週は 23日に 4月の CPIが発表される予定。 
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